
事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

　憲法第２６条の定める教育の機会均等確保の精神及び教育基本法第４条第２項の義務教育無償の精神に沿って、日
本人学校等の在外教育施設に対しても教育環境の整備などの必要な教育支援を行う

執行率 100% 100% 100%

事業概要
（5行程度以内。別

添可）

　日本人学校・補習授業校・私立在外教育施設における教育指導の充実に資するため、国内の小学校及び中学校に準
じ、一般教材、理科教材、教育用コンピューター及び学校図書館図書等の整備を行う。
　海外に在留する日本人の義務教育段階相当年齢の子どものうち日本人学校、補習授業校のいずれにも通学していな
い者を対象に、帰国後の学校教育への適応等に備え、基礎学力の維持向上を図るための通信教育を実施。
　日本人学校等への支援と同じく、私立在外教育施設へ教員を派遣する事業に対し、国内の義務教育と同等の教育が
受けられるよう支援を行う。

事業番号 ０１３２

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(文部科学省)

予算事業名 作成責任者
事業開始

年度
昭和４２年度
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１．事業評価の観点：この事業は、日本人学校・補修授業校・私立在外教育施設における教育指導の充実に資するため、国内の小
学校及び中学校に準じ、一般教材、理科教材、教育用コンピュータ及び学校図書館図書などの整備等を行う事業であり、長期継続
事業の観点や公益法人向け補助金の観点から検証を行った。
２．所　　　　　見：この事業は、昭和４２年度から行われている長期継続事業であるが、国内と同様に海外の日本人学校等において
も教育の機会均等の確保を図る観点から効率的な事業の実施を行いつつ、今後も、引き続き実施すべき必要な事業である。当事
業については、特定の財団等に対する補助事業であるため、事業手段の妥当性を検証しつつ、予算を縮減すべきである。
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　予算の範囲内で、補助内容を有効かつ効率的なものにできないかを補助対象団体とともに検討しつつ実施する。
　また、今後も、可能な範囲で、事業の進捗状況や、実施内容を把握するため、実地調査等を行うこととする。

488 458

22年度 23年度要求

　日本人学校８８校、補習授業校１９５校、私立在外教育施設２校に対し、各校の申請に基づき、一般教材・理科教材・教
育用コンピューター・学校図書館図書を購入し送付した。
　受講生（小・中学生）へ国語、算数（数学）、社会、理科の４教科について、学習指導要領に沿った、学習書、添削問題、
手引書、及び視聴覚教材を製作し送付するとともに、受講生から提出された解答用紙を添削指導した。
　学校法人が行う補助対象となりうる在外教育施設への教員派遣事業に対し、支援を行った。

実施状況

予算の状況
（単位:百万円）

155210 201

19年度 20年度 21年度

執行額 210

　事業者より提出された実施計画書、及び実積報告書の提出を受け、具体的な事業の実施内容、経費の執行内容を審
査し、必要に応じて、電話等で内容を確認したり、可能な範囲で実地調査を行った。

総事業費(執行ベース) 488

会計区分

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

海外子女教育活動の助成

初等中等教育局

一般会計

担当部局庁

教育機会の確保のための特別な支援づくり

関係する計
画、通知等

― 教育振興基本計画（平成２０年７月１日 閣議決定）

担当課室 国際教育課

予算額(補正後）

上位政策

国際教育課長
中井　一浩

183 160

201 183



資金の流れ
(資金の受け取り
先が何を行ってい
るかについて補足

する)
(単位:百万円)

Ａ．在外教育施設教材整備事業補助
　　116.5百万円

財団法人海外子女教育振興財団

Ｃ．私立在外教育施設教員派遣事業補助
　　50．9百万円

学校法人西大和学園

【補助】

文部科学省

国際文化交流促進費補助金：183百万円

Ｂ．通信教育事業
 　　15．2百万円

財団法人海外子女教育振興財団

【補助】【補助】

日本人学校等の在外教育施設に対して教育環境の整備などの必
要な教育支援を行うことを目的に、当補助金交付要綱に則り、補助
金対象団体からの申請書を受け、選定・審査し、補助金を交付し、
事業を実施。

日本人学校等へ教材、教育用コ
ンピューター、図書等の整備を
実施。

通信教育教材を作成し、受講
生からの提出された解答用紙
の添削指導等を実施。

学校法人所管の在外教育施設
へ教員派遣を実施。



Ａ．財団法人海外子女教育振興財団

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

通信運搬費 教材等の輸送に係る経費 26.3

物品購入費
一般教材・理科教材・教育用ＰＣ・
図書の購入に係る経費

87.4

人件費 臨時職員賃金等 2.3

消耗品費 文具等の購入に係る経費 0.5

0.0計 116.5 計

5.8

Ｂ．財団法人海外子女教育振興財団

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

印刷製本費 教材等の印刷に係る経費 4.1

謝金等 教材の原稿作成に係る経費

通信運搬費 教材等の輸送に係る経費 1.5

人件費 臨時職員賃金等 3.8

0

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックごと
に最大の金額が
支出されている者
について記載す
る。使途と費目の
双方で実情が分
かるように記載）

計 15.2 計

Ｃ．学校法人西大和学園

費　目 使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

金 額
(百万円）

人件費 派遣教員給与 49.3

旅費 派遣教員赴任・帰国旅費 1.6

金 額
(百万円）

費　目

0計 50.9 計

使　途
金 額

(百万円）
費　目 使　途

0計 0 計


	シート

